
２．調査内容
①安全管理マニュアル策定状況
②マニュアル策定時期
③マニュアル策定予定時期
④検討に着手していない理由
⑤安全管理マニュアルに基づく研修・訓練の実施状況
⑥消防団員が実施する水門・陸閘等の閉鎖活動について

津波災害時の消防団活動・
安全管理マニュアル策定
状況等について

防災課
消防庁では、東日本大震災において多くの消防団員が
亡くなられたこと等を受けて、津波災害時の消防団員の
安全確保対策について、平成24年３月９日付け消防災
第100号「津波災害時の消防団員の安全確保対策につい
て（通知）」により、「津波災害時の消防団活動・安全管
理マニュアル」の作成を推進してきました。
東日本大震災において、被災地の消防団は自らも被災
者であったにもかかわらず、各種応援隊が引き上げた後
も最後まで活動しました。その活動は、水門等の閉鎖、
住民の避難誘導、救助、消火、避難所の運営支援、行方
不明者の検索（捜索）、ご遺体の搬送・安置など、住民
の生命、安全を守るため、実に様々な活動に献身的に従
事しました。しかし、同時に多くの消防団員が活動中に
犠牲となりました。
津波災害時において、地域の安全を確保する消防団が
活動を継続していくためには、消防団員に対する安全対
策が極めて重要です。
今般、海岸を有する市町村及び津波の遡上による被害が
想定されている市町村における「津波災害時の消防団活動・
安全管理マニュアル」の平成25年４月１日現在の策定状
況等について調査を行い、調査結果をとりまとめました。
本調査によると、約６割の市町村において安全管理マ
ニュアルが策定済み又は検討に着手済みである一方で、
約４割の市町村においては検討に着手していないという
状況でした。
消防庁としましては、安全管理マニュアルの策定に未
着手の市町村に対しては早急な着手を働きかけ、また、
安全管理マニュアル策定済みの市町村にあっても、マ
ニュアルに基づく研修・訓練の積極的な実施や水門等の
閉鎖活動についての検討等を推進していただくよう働き
かけてまいりたいと考えております。

１．対象市町村等
調査対象：�海岸を有する市町村及び津波の遡上による��

�被害が想定されている市町村�
�658市町村

調査時点：平成25年４月１日時点

質問１．安全管理マニュアル策定状況
【全658市町村対象】

（ア）安全管理マニュアルを策定済み（154市町村）
①安全管理マニュアルを策定済み（107市町村）
②独立した消防団員のマニュアルではないが、消防計画、
地域防災計画又は津波避難計画において退避のルールを
明示し、その内容を団員に周知している（42市町村）

③複数の該当する消防団（分団を含む）がある中で、一部
の団について策定済み（５市町村）

（イ）検討に着手済み
（ウ）その他

◎安全管理マニュアルを策定済み又は検討に着手済みの市町
村は６割以上（411市町村）

質問２．マニュアル策定時期
【質問１で（ア）と回答した154市町村対象】

（ア）退避のルールについて東日本大震災より前に策定して
いた

（イ）退避のルールについて東日本大震災以降に新たに策定
した

（ウ）退避のルールについて東日本大震災より前に策定して
いたが、震災後に更に見直しをした
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問合わせ先
　消防庁国民保護防災部・防災課消防団係　青柳
　TEL: 03−5253−7525

質問３．策定予定時期
【質問１で（イ）と回答した257市町村対象】

（ア）　平成25年10月までに策定予定
（イ）　平成25年度中には策定予定
（ウ）　平成26年４月１日以降に策定予定
（エ）　回答無し

質問４．検討に着手していない理由
【質問１で（ウ）と回答した247市町村対象】
※複数回答あり

（ア）津波浸水想定が示されていない。
（イ）海岸線はあるが、住宅地などはなく、津波の危険性が
少ない

（ウ）マニュアル等では明示していないが、退避のルールに
ついて、団員間で周知徹底されている

（エ）消防団の安全管理に係る一般的なマニュアルはあるが、
退避のルールについての記載がない

（オ）その他
　　　・地域防災計画等の上位計画を見直し中　
　　　・津波浸水想定が示されたばかり　　等
（カ）回答なし

質問５．安全管理マニュアルに基づく研修・訓練実施状況
【質問１で（ア）と回答した154市町村のうち115市町村が回答】
※複数回答あり

（ア）研修会を開催又は通常の訓練時において、周知徹底し
た

（イ）図上訓練を実施した
（ウ）津波を想定し、退避を含む避難に係る実動の活動訓練
を実施した

質問６．消防団員が実施する水門・陸閘等の閉鎖活動に
ついて
【全658市町村対象】

（ア）東日本大震災以前から、水門・陸閘等の閉鎖を行って
おり、現在も行うこととなっている（東日本大震災前と
の変更なし）

（イ）東日本大震災以前は水門・陸閘等の閉鎖を行っていたが、
その後検討され、津波災害時は、水門等の閉鎖を行わな
いことになった

（ウ）東日本大震災以降、水門・陸閘等の閉鎖について検討、
津波災害時に閉鎖する水門等の数を減らした

（エ）水門・陸閘等がない又は東日本大震災以前から水門・
陸閘等の閉鎖活動は行っていない

（オ）　回答無し
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